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第１３期東京都生涯学習審議会第７回全体会 

 

令和８年５月１１日（月） 

開会：午後６時００分 

 

 

【生涯学習課長】  定刻になりましたので、ただいまから第１３期東京都生涯学習審議

会第７回全体会を開催させていただきます。 

 冒頭の進行につきましては、４月より生涯学習課長に着任いたしました季武が務めさせ

ていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日は、委員全員が御出席で、会場７名、オンライン２名となっております。東京都生

涯学習審議会条例第７条第２項により、半数以上の委員の皆様に御出席いただいておりま

すので、本会議は成立していることを御報告させていただきます。 

 次に、資料の確認をさせていただきます。資料はパワーポイントの第１３期東京都生涯

学習審議会第７回全体会審議資料でございます。 

 本日、傍聴者の方がオンラインでいらっしゃいます。 

 また、審議に入る前に、４月から生涯学習審議会事務局を担います地域教育支援部の幹

部職員に人事異動がございましたので、御紹介させていただきます。 

 まず、地域教育支援部長の田近でございます。 

 続きまして、地域教育支援部主任指導主事の浦島でございます。 

 また、本日は審議事項に関わりまして、社会教育主事の清水と竹淵も同席をいたします。 

 では、新たな事務局を代表いたしまして地域教育支援部長の田近から一言御挨拶をさせ

ていただきます。 

【地域教育支援部長】  改めまして、地域教育支援部長の田近でございます。 

 今期の審議会は、「これからの東京の地域教育の在り方について」を審議事項としまして、

二つの大きなテーマである、新たな地域教育プラットフォームの構築、そして、区市町村

等との連携強化、この２点について御審議をいただくことになっております。 

 本日は、多様な主体と地域が連携するための新たな地域教育プラットフォームの基盤と

なるコーディネート機能や、都の社会教育主事の在り方をテーマにお二人の委員に御報告
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いただきまして、審議をしていただければと存じます。 

 東京都は、昨年３月に東京都教育施策大綱を策定いたしました。その中において、東京

の目指す教育の実現に向けた三つの学びの中の一つに、社会全体の力を生かした学びが位

置付けられております。そのため、本審議会の審議事項は都政にとっても重要な課題の一

つと考えております。 

 「これからの東京の地域教育の在り方について」、委員の皆様がお持ちの知見を生かした

活発な御議論のほど、どうぞよろしくお願いいたします。 

【生涯学習課長】  これからの進行につきましては笹井会長にお願いしたいと思います。

笹井会長、どうぞよろしくお願いします。 

【笹井会長】  皆さん、こんにちは。会長の笹井です。今日もオンラインの方がいらっ

しゃいますし、貴重なお時間を割いてお集まりいただきました。ありがとうございます。 

 これからの議論は建議の中身を詰めていくことになりますので、今日の委員の方からも

御発表いただくことになっておりますけれども、いろいろな観点から議論を進めていけれ

ばと思っておりますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 それでは、今日も２名の委員の方から御発表いただきます。委員の御発表は２回目とい

うことになります。前回に引き続き活発な御議論をお願いできればと思います。 

 事務局のほうから審議資料の御説明をお願いできればと思います。よろしくお願いしま

す。 

【生涯学習課長】  では、審議資料の説明をさせていただきます。 

 資料４ページ目を御覧ください。こちら、前々回の第５回資料ですが、これまでの議論

の振り返りを行い、本日御発表いただく内容の位置付けについて御説明させていただきま

す。 

 これまでの議論の整理としまして、生涯学習課で運営している二つのプラットフォーム、

地域教育推進ネットワーク協議会とインクルーシブな学び東京コンソーシアムに関し、そ

の成果と課題を挙げました。そのうえで検討すべき事項として、新たな仕組みをつくり、

共生社会の実現に向けた取組や、区市町村との連携により地域のニーズに応える機能の追

加が必要であるという議論があったことを示しています。 

 続きまして、５ページ目です。今申し上げた検討事項を基に、今期の生涯学習審議会で、

この二つのプラットフォームの成果を活用しまして、豊富な社会資源を効果的・継続的に

活用できる東京都ならではの仕組みづくりについて議論をいただいている状況でございま
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す。 

 ポイントとして、①新たな地域教育プラットフォームの構築と、②区市町村との連携強

化を挙げております。例えば、①の新たな地域教育プラットフォームの構築であれば、キ

ャリア教育、共生社会等のテーマ別カテゴライズの検討、様々なプログラムや事業の評価・

フィードバック、情報共有・情報交換が可能となるような相互の連携できる仕組みの検討

などが必要ではないかといった御指摘を受けています。②の区市町村との連携強化では、

例えば都内にある企業やＮＰＯ法人などと区市町村が効果的・継続的に活用できるような

仕組みを検討すること、多様な人材の活用・連携の方策についてどう対応するか検討して

いくことが挙げられているところでございます。ここまでは前々回にお示しした資料とな

っております。 

 続きまして、６ページ目です。こちらから新しい資料となっております。先ほどの二つ

のポイントを踏まえて、新たな地域教育プラットフォームには共創を生み出す機能や仕組

みが必要であるという認識の下、具体的にどのような構成をしていくか検討するために、

先ほど笹井会長からもおっしゃっていただいたとおり、委員の皆様から報告をいただいて

いるところでございます。前回は、地域教育推進ネットワーク東京協議会とインクルーシ

ブな学び東京コンソーシアム、それぞれの関係団体から見た現状、成果、課題、期待とい

うことで、藤村委員と田中委員から御報告をいただきました。 

 この６ページ目の中段から、報告やその内容に関する質疑応答や御意見をまとめたもの

となっております。こちらについて簡単ではございますが説明させていただきます。 

 まず、１つめとして、新たな地域教育プラットフォームに求められる基本的視座という

点です。様々な団体・機関が相互に関わり合いながら学びを創出することや、多様な主体

が学び合い、育ち合う共創を生み出すプラットフォームの構築、それぞれの団体・機関が

学習し、成長していくことを前提とした仕組みを設計することが必要であるといった御意

見が出たところでございます。 

 ２つ目は、共創を生み出すための条件整理の必要性です。一定期間関与する中期的な取

組やコーディネーター機能の強化が必要なのではないかといった御意見、団体・機関が効

果の検証やフィードバックをできる仕組みを通じて成長していけるシステム、また、プラ

ットフォームとして意図的につながる場や共に考える場を設けることなどについて御意見

があったところでございます。 

 ７ページ目に参りまして、３つ目に社会教育主事に期待される専門的で継続的なコーデ
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ィネート機能でございます。ここでは、社会教育主事は、団体の特性や学校などの教育方

針との適合性を見極めて継続的な関係構築の支援が役割や、深いコーディネートや区市町

村との連携等による東京の地域教育の下支えをするべきであるといったことについての御

指摘があったところでございます。 

 最後に、４つ目として、インクルーシブな学びを支える環境づくりの重要性です。ルー

ル設定や、協調性を育む工夫、デザイン性や柔軟性が重要であること、また、インクルー

シブな学びを日常の学習活動の中で定着させていく視点の重要性について御指摘がありま

した。 

 これらを踏まえまして、７ページ目の下で、今後の東京の地域教育プラットフォームの

方向性として、団体・学校・行政が共に学び、育つ「成長の場」であること、共創を生み

出すための中期的支援とフィードバックの仕組みを備えること、社会教育主事の専門的コ

ーディネートを中核機能として位置付けること、更に、様々な学びのプログラムなどが定

着する過程を支える基盤となることが今後の方向性として整理させていただきました。 

 ８ページ目に移ります。今回の審議では、多様な主体と地域が連携するための新たな地

域教育プラットフォームの基盤となるコーディネート機能や、都の社会教育主事の在り方

について、今井委員、倉持委員から御報告をいただきます。お二人の委員におかれまして

はどうぞよろしくお願いいたします。 

 事務局からの説明は以上でございます。 

【笹井会長】  ありがとうございました。 

 ただいまの御説明につきまして、もし御質問、御意見がございましたらいただければと

思います。いかがですか。 

 よろしいでしょうか。ありがとうございます。 

 それでは、先ほどお話がありました、今井委員、倉持委員のお二人から御報告いただき

たいと思います。 

 初めに今井委員から御報告をお願いいたします。報告時間は２０分程度でお願いできる

と幸いです。どうぞよろしくお願いいたします。 

【今井委員】  改めまして、よろしくお願いします。非常に大きなテーマなので、私で

お話しできるかなという感じもするのですけれども、今後の東京都の社会教育に対して期

待することに加え、コーディネーターの役割という仕組みの面を中心にお話しさせていた

だければと思っております。 
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 最初に、私が代表を務めております公益社団法人チャンス・フォー・チルドレンの団体

を紹介させていただきます。 

 我々の団体では、「多様な学びをすべての子どもに」というミッションで活動しておりま

す。特に、経済状況や生まれた環境にかかわらず、子どもたちが多様な学びの機会につな

がっていけるような社会をつくりたいと思って活動しております。元々、我々の団体は、

２０１１年の東日本大震災後に始まった活動です。団体が生まれる背景には、３０年前の

阪神・淡路大震災をきっかけとした学生ボランティアの活動があります。私自身も、大学

生のときにこのボランティア活動に参加し、子供たちの体験活動やワークキャンプなどの

活動に携わってきました。そうした中で、国内の子供の貧困や格差の問題に対応するため

に我々の団体が生まれました。 

 資料の左下にありますように、私たちが取り組む課題は、子供の教育格差の問題です。

特に、貧困の世代間連鎖を断ち切るためには、子供たちの学びや体験の機会を保障してい

く必要があると思っております。特に格差が生まれやすい領域というのが、公教育の中だ

けではなくて、放課後をはじめとした学校以外の場です。家庭の環境によって学校外の様々

な学びや体験の資源に対するアクセスに格差が生まれています。これらの課題への対応と

して、一貫して取り組んできているのがスタディクーポンという取組です。 

 この取組は、寄附を財源に活動しておりまして、経済的な困難を抱える家庭の小・中・

高生に対して、学校外の学びや体験活動で利用できるクーポンを提供しております。これ

まで１５年間で累計１９億円分、子供たちの人数で言うと約１万人に対して、スポーツ、

文化、芸術、キャンプ、塾など、４,８００ほどの地域の様々な教室や団体と連携してサポ

ートをしています。この活動は、特に格差の解消を狙いにしているので、経済的に厳しい

家庭に特化してサポートする取組になります。 

 次のページ（１２ページ）に行っていただきまして、ここからは今日の社会教育という

テーマに近い取組の事例を少しお話しさせていただきたいと思っております。今、我々は

拠点が墨田区にございますので、墨田区の地域の皆さんと連携した地域の体験活動の支援

をしていく取組です。ハロカルホリデーすみだというプロジェクト名称で取り組んでいま

す。ハロカルという言葉は我々がつくった言葉で、ハローカルチャー：文化や体験との出

会い、もう一つはハローローカル：地域との出会いという思いを込めて名付けました。ハ

ロカルホリデーすみだは、「まち全体が体験の場」というコンセプトで、主に夏休みを中心

に墨田区内の小学生が地域の多様な体験の場に参加できるような支援の取組になります。 
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 先ほど申し上げてきたスタディクーポンの取組と少し違うのは、墨田区の小学生全員を

対象にしています。所得制限をあえてなくすことでユニバーサルな取組にしていこうとい

うことと、主に夏休みを中心に、１人当たり５,０００円分の電子ポイントを提供していま

す。先ほどのスタディクーポンの取組だと年間１０万円から３０万円ほどの支援をしてい

ますが、ハロカルホリデーでは、子どもたちが単発で気軽にいろいろな体験活動に参加で

きるような取組にしているということです。 

 最大の特徴は、体験活動の実施主体が地域の住民の皆さん、地域の店舗や企業、あるい

はいろいろなクラブ、サークルを含めて多様な大人たちが子供たちのための体験活動を自

分の手で立ち上げてこの活動に参画していけるような仕組みをつくることです。このよう

なことを大事にしています。 

 次のページ（１３ページ）に仕組みも書かせていただいています。左側に取組の仕組み、

電子ポイント、精算の仕組みを書かせていただいておりますが、図のとおりです。ハロカ

ルホリデーすみだは、チャンス・フォー・チルドレンが主催ではなくて、チャンス・フォ

ー・チルドレンと地域団体、ＮＰＯ、墨田区など、みんなで実行委員会を組成しています。

実行委員会が主催となり、寄附、補助金を財源にして活動しております。実行委員会から

子供たちに電子ポイントを提供し、子供が参加したい活動を選んで参加します。子どもを

受け入れていただく、体験活動を行う地域の事業者や団体さんを「参画パートナー」と呼

んでいるのですけれども、「参画パートナー」に対して、使用されたポイントの精算をする

仕組みです。子どもたちは、経済的な負担なくいろいろな活動に参加できるようにしてお

ります。「参画パートナー」も、使われたポイントを精算できますので、実費などが寄付や

補助金から賄われます。２０２５年度の実績としては、昨年は夏休みの始まりから１０月

末まで実施しまして、累計３,２６９人が参加し、体験活動のプログラムは５５９回、３１

９種類の多様な体験が行われております。参画団体は１００団体を超えているところです。

墨田区は１万人の小学生がいますので、かなり多くの割合の子たちが参加をしてくれてい

る取組になります。 

 次のページ（１４ページ）へ参ります。では、どういう取組なのか。重要なのは、行政

主導ではなくて、地域の方々が自分でこの体験活動を立ち上げていくということです。例

えば、１００年続く地域の銭湯でお掃除体験をしよう。商店街と地域団体が縁日を開催し

て、いろいろな地域の団体が集まって体験の場をつくろう。あるいは、子育てサークルが

味噌づくり体験をしよう。墨田区は職人のまちなので、革職人が鞄づくり、自分のオリジ
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ナルバッグを作ろう。バスケットのチームがバスケットの体験をする。チョコレート屋さ

んがチョコレート作りをする。ここで挙げたのは一例ですけれども、３１９種類なので、

本当にいろいろな主体の方々、一人一人の地域住民や団体、事業者が自分が好きなことや

自分ができることで立ち上げて、参加いただくものになります。 

 この取組で非常に重要な点についてお伝えします。電子ポイントを子供たちに配れば勝

手に体験が生まれるかというと全くそうではなくて、肝は、やはり子供たちと地域の体験

をつなぐ「地域コーディネーター」という存在です。地域コーディネーターのチームを組

成して、オーガナイズしているのがチャンス・フォー・チルドレンの役割です。コーディ

ネーターは、社会教育団体、まちづくり系の団体、子供支援団体、福祉あるいは障害児支

援団体など、いろいろな専門分野の団体による混合チームをつくっています。主に地域の

事業者や住民の方々に対しては、体験活動を立ち上げていくサポートなどの働きかけ。子

供や保護者に対しては、その利用のサポートをするための、体験活動の情報提供。さらに、

我々は元々格差解消に取り組むという趣旨がありますので、いろいろな事情で参加しづら

い子たちが体験活動に参加できるように、子供支援、福祉機関、ソーシャルワーカーの連

携などを行います。 

 事業者に対する役割と、子供、家庭に対する役割を少し分けて紹介させていただきます。

次のページ（１６ページ）です。特に対事業者ということで、体験活動を地域で生み出し

ていくためのコーディネーターの役割を整理していくと六つの役割があります。 

 一つ目は、事業者を発掘し、開拓していくことです。これは、行政、地域の人たちを問

わず、いろいろな手段で広く周知していくこともそうですし、最近、一番多いのは口コミ

です。「やろうよ」と事業者さんから声を上げてもらうことが多いです。 

 二つ目は、理念やビジョンの共有です。これがすごく大事になってきます。放っておく

と、ただ電子クーポンを配るという施策になるわけですね。制度にしっかり血を通わせて

いくためには、これが何のためにあるのかという理念やビジョンを共有していくことが必

要なので、必ず説明会を開催し、そこに対する参加を必ずお願いしています。 

 三つ目は、体験活動の基準の設計と審査です。子供たちに対する体験活動は何でもあり

かと言われると、そこに対する基準をしっかりと設計し、プログラム審査をしっかりして

いくところで一定の公共性や安全性を担保します。例えば、今年からリスクマネジメント

に対する講習を我々の説明会の中に組み込み、必ず受けてもらうことを条件にもしていま

す。 
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 四つ目は、場所や人のマッチングですね。事業者だけでは、どこでやったらいいか分か

らない、場所が見つけられない場合もある。あるいは、同じような活動をしているので一

緒にやったらよいケースなども、コーディネーターが人と人をつないでいく、場所をつな

いでいく。あるいは、空きスペースがあるから使っていいよという人がいたら、そういっ

た場を貸していただく。そういうことをつないでいく役割です。 

 五つ目は、事業者同士のコミュニティ化と学び会いで、必ず年の初めにはキックオフと

いう会をやる。終わったらみんなで振り返り会をやり、また地域に対する発表などの場を

つくったりしながら、事業者同士が悩みやうれしかったことを共有できるような場をつく

っていくことも大事な役割になります。 

 最後、６番目は、子供の声やデータ、アンケートデータなどの共有、フィードバックを

していく。子供からこんな声があった、あるいは、こんな課題があったと。例えば、昨年

で言うと、特別支援学校に在籍している子供の利用率が全体と比べて著しく低いことが分

かりました。そういった課題を事務局だけで解決を考えるのではなくて、パートナーの地

域の人たちと共有して、どうやったらアクセスできるようになるかということを一緒に考

えて、みんなで対策をつくっていきます。 

 次のページ（１７ページ）へ行っていただきまして、もう一つは、体験活動につなげる

ための役割で、主に子供、家庭に対する役割になります。 

一つ目は、体験機会の可視化と情報提供です。先ほどの体験活動をやっていただく団体

や個人の方々が登録すると、それらを検索サイトに掲載する。要は、地域資源を可視化し

ていくということですね。これによって子供たちや保護者の方が自分で探しやすくなりま

す。地域の体験活動の機会は口コミの中に存在するものが非常に多いので、そこを可視化

していくことで、みんなが参加しやすい環境をつくることに繋がります。 

 二つ目は、支援者と連携し必要な子どもに届けることです。元々、我々は、届きにくい

子たちに届けたいという思いがありますので、いろいろな支援者の方々と連携して、こう

いった制度につなげていくところや、体験活動を入り口に必要な生活支援につなげていく。

まだまだ全てできているわけではありませんけれども、いろいろな児童福祉の部門の連携

先と一緒に活動しております。 

 ３つ目は、継続的な体験活動支援への接続です。ハロカルホリデーは、あくまでも単発

のイベントが中心になりますので、一定の経済的要件等を満たせば、継続的に体験活動に

参加するためのサポートにつなげる。 
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 ４つ目は、子供や家庭の声の収集をやっていく。これを地域の体験活動の改善や政策に

対して反映する。あるいは、事業者が自分の活動を良くしていくために活用していくとい

うことで、声を収集していくことをやらせていただいております。 

 こういった取組をしていく中で感じている課題についてもお話をさせていただきたいと

思っています。東京都の社会教育に対しては、学校以外の場に、社会教育団体が増え、育

っていくための基盤を強化していくことを期待したいと思っています。学校教育の支援に

社会教育が関わっていくこともすごく大事なことだと思うのですけれども、特に昨今、不

登校の子たちが増えている状況もある中で、学校以外の学びや体験の場を豊かにしていく

ことも重要だと思います。我々の団体は中間支援的な存在なので、現場で活動する社会教

育団体と日々やり取りしていく中で課題になっているのは大きく三つです。 

 一つ目は、実施する場所がない、場所の不足です。二つ目は、活動や団体を支える財源。

団体が育つ上では大事だと思います。三つ目は、もう少し広い視点になりますけれども、

安全や質を担保するような基準をつくっていくことが必要ではないかと思っております。 

 次のページ（１９ページ）に、１つ目の場所をどう確保するかについてです。社会教育

団体が活用できる場所、活動場所の確保が非常に困難なケースで、活動すると日々起こっ

ているのがここですね。例えば都立公園や公共施設、もちろん場所はあると思うのですけ

れども、都立公園の中でボールを使っては駄目、宝探しのようなことは駄目など、ルール

が子どもの活動や社会教育団体の活動実態とは合いにくいケースは実際あります。もちろ

ん公共施設ですので、ルールは大事だと思うのですけれども、このような課題は現場から

よく聞いております。あるいは、予約ができるタイミングがまちまちだったりするので、

なかなか年間の活動計画が立てにくいといった課題も聞こえてきます。 

あとは、もう少し大きな話になるのですけれども、利用できる活動拠点自体は減少して

いっている感覚はあります。例えば、市町村単位で保有している青少年施設を維持できな

いケースが増えています。青少年施設が減少すると、社会教育団体は活動場所に困ります。 

 都の社会教育行政に対する期待としては、公共施設は、場所によっていろいろまちまち

のルールがある中で、社会教育団体が実態に合わせて利用できるようなルールや、予約運

用の柔軟化などは是非考えていただきたいと思っています。 

 区市町村単独では維持できない青少年施設を、都民共通の体験資源として活用できる方

法も是非考えていただきたいと思っております。 

 次のページ（２０ページ）に行ってください。次に財源の課題です。先ほど私たちが墨



-12- 

 

田区の事例でお話ししたような電子ポイントを提供する取組も、財源的な補助の取組の一

つではあると思っています。参加費補助の仕組みはすごく大事だと思いますが、さらにベ

ースとなるような財源的支援も必要です。誰でも来ていい遊び場などを団体がつくり、継

続的な運営をしていく上ではやはり財源的な課題に直面します。ここに財源的な支援がな

いと、助成金が取れなければ場を閉じなければいけなかったり、参加費を設定せざるを得

ない。参加費がかかると、お金の事情で来られない子たちも出てきたりします。予約も申

込も不要で、気軽に来れるような、継続的でユニバーサルな活動はどうしても財源が不足

しがちだと感じています。もちろん、団体によっては全てボランタリーに賄う団体もいら

っしゃいます。一方でボランティアコーディネートを行い、事務局機能を持つ必要がある

団体もいる。そのような団体では、事務局経費や人件費なども必要になりますが、このよ

うな費用には予算がつきにくい。さらには、新しい取組には資金がつきやすい一方で、既

存の取組を継続していくことにはなかなか支援が受けにくいこともあります。特に、ター

ゲットを絞った困窮家庭向けの支援に対してはまだ財源がつきやすかったりしますけれど

も、誰でも来ていいというものに関しては予算もつきにくいです。こういったところを財

源的に支えていくことは、特に地域の人たちが活動していく上では大事と思っていますし、

社会教育行政の役割として大きいと思います 

 最後は、基準についてです。社会教育団体の安全性や質を支える共通基準が要るのでは

ないかと思っております。特に、いろいろな体験をする上では安全性の問題が常に出てき

ますし、関わる大人には子供の権利を守ってもらうことも含めて、その必要があると思っ

ています。ここに関しては、やはり団体ごとの判断に依存しているのが現状です。それが

結果としては保護者や学校、支援者から信頼が担保されにくい要因でもあると思っていま

すので、ここに対して何かしらの基準を示すことは大事かと思います。やはり学校外の活

動なので、自由な活動が基本的にはすごく大事だと私は思うのですけれども、その中でも

最低限担保するものは何なのか。特に専門性の高い社会教育主事の方々の知見を活用しな

がら定めていくことが必要ではないかと思います。社会教育行政に対する期待として、安

全性や質の担保のための団体の基準やガイドラインをつくっていくこと。こういった基準

を満たしている団体に関しては、前述のような財源的なサポート、あるいは、ある程度そ

の施設の利用に関する優先なども含めてやってもよいのではないかと思います。こういう

ことをサポートするような団体同士の研修や学び合いの仕組みなどもあるといいなと思っ

ております。 
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 私たちが活動する中で感じている課題についてお話しさせていただきました。特に、我々、

格差の問題について取り組んでくる中で、全ての子供たちが多様な体験の場に参加できる

ためには、やはり行政が下支えするような仕組みが要るのではないかと思っています。そ

れがないと、マーケット、市場でしか学校以外の学びの場が生まれていかなくなってくる

かもしれません。そこを地域の力で支えられるような仕組みが要るのではないかと思って

おります。 

 私からは以上とさせていただきます。 

【笹井会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、審議は後ほど行いますので、ただいまの御発表につきまして御質問があれば

いただきたいと思います。どなたからでも結構ですので、よろしくお願いします。 

【志々田副会長】  とても面白く聞かせていただきました。ありがとうございます。 

 いわゆる学校外教育バウチャーを実現する仕組みとして取り組まれてこられたことがよ

くわかりました。ずいぶん昔に、こういうことができたら良いなと海外の事例を見て思っ

ていたのですけれども、日本でもこういうことができる時代になっているのだなと、とて

も勉強になりました。 

 お聞きしたいのは、放課後子供教室という、放課後に子供たちが体験活動をしてほしい

という取組として文部科学省が始めたものがあるのですけれども、これが年々、地域未来

塾も含め、塾のような、学習支援の取組が多くなってきていることが気になっています。

もちろん放課後に学習支援をすることは、学校教育ではないわけですから、学校外教育の

一つのジャンルです。実際、放課後の学習支援を専門にしている民間団体もたくさんある

と思うので、それが悪いというわけでは全くありません。私などはせっかくの放課後なん

だから、銭湯のお掃除や革製品、音楽などいろいろなことをさせてくれるところへ行けば

いいのにと言うのですけれども、親からすると、成果がわかりやすい塾のようなところへ

行かせたいようなのです。それは市場の原理なのかもしれないですが、ここに偏っている

状況があるのか、その問題点についても、ちょっとお聞きしたいと思います。それが一つ

目です。 

 もう一つは、特別支援学校の子供たちが利用できていないとデータから分かってきて、

それはすごく重大な課題だと思いました。しっかりとフィードバックを実施することによ

って、事業のニーズや多様性のバランスを保つ機能が果たせていて、さすがさすが公益社

団法人だなとも思って聞いておりました。単純に、特別支援学校へ行っている子供たちが
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利用しにくい状況にはどんな原因があるのか。もしかしたら、放課後デイのような形で、

ＬＩＴＡＬＩＣＯさんをはじめとする新しい選択肢がすごく増えたことと関係があるのか、

あるいはこの取組自体が特別支援学校に通っているお子さんたちが通いにくい原因みたい

なものがあるのか、分析できていたら教えてほしいと思いました。 

 いっぱい聞きたいことはあるのですが、取りあえず二つお願いします。 

【今井委員】  １点目の親のニーズについて。もちろん、子供が勉強したいというニー

ズもあると思うのですけれども、そこに対する実情と課題というのは１５年間ずっと私は

感じております。実は、スタディクーポンという取組から先ほどのハロカルホリデーとい

うコンセプトを別でつくった理由がそこなのですね。もちろん、私たちは元々、被災地支

援からやっていて、目の前で学習環境がなくなってしまった子たちが、勉強したい、この

進路に行きたいために塾に行くこと自体は全く否定するものではないと思いつつも、ただ、

特に日本の受験システムと非常にひも付いて、「行かなくては」というニーズが強いわけで

すね。スタディクーポンという取組で、まさしく塾も体験活動も習い事も何でも行けます

という制度を我々はつくっていたのですけれども、２０２０年時点で９０パーセント以上

は学習塾をはじめとした受験対策で使われています。 

 そこで体験活動の機会を増やすための現状の対策として、むしろ体験活動で利用できる

制度を別立てする形を我々は取っています。先ほどのようなハロカルホリデーなどはまさ

しく楽しい体験をしようというコンセプトの下なので、それで塾に行くことはできない制

度になっています。そういう意味では、制度的に体験活動を推進するような別のコンセプ

トきちんとつくって出して、制度設計上もそのように受験対策とは切り分けていくことが

現状としてできることだと思っています。他の自治体でも、例えば体験活動も塾もクーポ

ンの対象範囲に入れたいという自治体もありますが、それらを並べると、塾代助成の要素

が非常に強くなります。体験活動のための予算を取っていくのであれば、私は制度を別立

てするのが、現状の社会システムの中ではうまくいきやすいと思っているところです。 

 また、ここで特に重要なのは、子供本人がどうしたいかというところです。子供の願い

と、親の願いが一致しないケースはよくあります。先ほどのハロカルホリデーの取組とは

別で、我々は年間１０万円分の体験活動（スポーツや文化活動などの習い事やキャンプ）

の費用支援をする取組をしているのですけれども、コーディネーターが面談すると、親と

子供が全然違うことを考えていることは往々にしてあります。その中で子供の声やニーズ

をきちんと拾って、保護者ともやり取りしながら子どもの願いを尊重していくのが非常に
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大事だと思っています。 

 ２点目は、データであるわけではないのですけれども、保護者の方々の利用しづらい理

由でたくさん出てきている一つは移動の問題ですね。それは、子供本人が障害を抱えてい

るケースもあれば、そのきょうだいというケースも含めて、どうやって移動するか。低学

年の子たちをどこかに連れていくのがなかなか難しいことが一つです。 

 もう一つは、実は何かに参加する前の段階で諦めてしまっているケースがあります。例

えば、みんなで何かをやる場があったときに、特別な配慮が必要な子は、大声を出したら

みんなに迷惑をかけてしまうのではないか、そういうことを親御さんがいろいろな経験の

中から感じて参加をためらってしまうところはあります。これから我々が活動していく中

で、特別な配慮が必要な子は誰で、いろいろな事業者の場も細かく検索できるようにして

いくことも考えています。ここは途中抜けオーケーです、大声を出していいよ、一人でじ

っくり時間を使えるよといろいろな項目などをつくっていく。あと、我々が他の自治体で

実施した事例になりますが、イベントで、みんなが集合する前に、障害があるお子さんが

自由にできる時間を確保するような取り組みもしたことがあります。特別な配慮が必要な

子どものために時間をあえて別に設けた場合、そこに来た子たちが結果的にその後もずっ

と楽しんでいるので、そのイベントの場がインクルーシブになるといった事例もあります。

その観点をもって、コーディネーターが施策を考えていくことがすごく大事だと思います。 

【志々田副会長】  前回の田中委員の御発表ともつながっていて面白かったです。あり

がとうございます。 

【藤村委員】  私も非常に面白く伺わせていただき、子供たちに対する体験づくりイメ

ージが大きく変わった部分もございました。これまでは、なにか特別な体験を届けるため

に質の高い体験の誘致を目指し、印象に残る原体験を提供するみたいな誤解が正直に言え

ばありました。むしろ、お話を伺っていると、もっと身近な体験や多様な体験を、地域の

方々と共に生み出して、その体験機会を量的にも質的にも増やしていくことを目指してい

るのだと感じました。逆に言えば、地域全体の学びの充実は、そんな身近な体験機会の積

み上げだと思いますし、その担い手や機会をいかに増やしていけるかが重要なのだと大変

勉強になりました。 

 その上で質問が２点です。一つ目は、体験提供を行っている団体や行っている人たちの

声を伺いたく、例えば、どんなモチベーションや気持ちで関わっているのかを伺いたいで

す。これはネットワーク協議会でも話題になったボランタリー精神というキーワードとも
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つながるのではないかと思っていまして、ぜひお伺いできれば幸いです。 

 二つ目は、コーディネーターの役割を１６ページに六つ示していただいていまして、こ

れも非常に面白いなと伺っていたところです。今後の議論を深めるためにも、そもそもコ

ーディネーターの皆さんどこに時間を使っているのか伺いたいですし、新人とベテランの

違いがどの辺に生まれてくるのか、是非伺えればといったところです。 

【今井委員】  団体が参加した理由も実はアンケートを取っているのですけれども、一

番多かったのは、主催者の理念、体験格差の解消などの目的に賛同したということ。次に

多かったのが、地域の子供の学びや育ちに貢献したいということでした。このような思い

でやっていただいている方が圧倒的に多いところがあります。体験プログラムをやっても

決して儲かるようなものではないので、そういう意味では、何か地域に貢献したい、地域

の人たちと関わりたい、一肌脱いでやるみたいな感覚を持っている方々がたくさんいて、

そういう方々が参加をしてくれています。 

 地域の方々は体験活動をやったら大人も楽しいのですね。それこそ振り返り会をやると

話が尽きない。自分が好きなことを参加してくれた子供と共有できたときに、うれしい。

自分が好きなことや自分が一生懸命やっていることを通じて何か体験活動をつくっていく

ことが地域の方々にとってもすごく大事な場なのだということです。 

特に参加した団体・地域住民の四割近くの方々がこれを機に新たに子供の体験活動を立

ち上げたという方です。これまで大人向けに何かやっていたり、あるいは趣味でやってい

た人がこれを機に踏み出してみるきっかけにはなっているかなと思います。 

【藤村委員】  ２点目は、コーディネーターの役割の中でどこに時間を使われるのか。

ベテランと新人の違いみたいな話ですね。 

【今井委員】  まだベテラン、新人もまだないぐらいの感じです。コーディネーターの

役割として今のフェーズで一番大きいのは、体験活動を開催する事業者や団体の開拓です

ね。団体開拓と説明会を運営していくところが一番大きくなりがちです。ただ、本質的に

は、５番のコミュニティ化と学び合いをしていって、勝手に仲間が広がっていくことが一

番なので、ここには本当は時間を使いたいところでもあります。４番のマッチングにも本

当は時間を使えるといいところですけれども、まずはビジョンを共有して、やりたい人た

ちを増やしていくところに実際は時間をかなり使っているところがあります。 

【倉持委員】  今のコーディネーターのところをもう少し追加で伺いたいのですけれど

も、藤村委員の質問の回答の一つ前の回答を聞いて、そうかと思いました。地域の子供の
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育ちを支えたい、やってみたら楽しい。公共性や社会性を感じながらやる方が１０３団体

いらっしゃるということですよね。そういうやる気を引き出したり、ビジョンを共有した

りする、そのコーディネート能力がすごいのではないかと考えると、その地域コーディネ

ーターの役割というか、存在がすごくこの活動を支えているなと思いました。そのコーデ

ィネーターはどんな人がやっていらっしゃるのか。どれぐらいの人数でこの規模を担って

いるのか。コーディネーターの学びというか、育ちというか、研修みたいなものはどのよ

うになっているのか。コーディネーター像をもう少し伺いたいというふうに思いました。 

【今井委員】  ここはまだまだ我々としては未成熟な部分ですけれども、コーディネー

ターをやっていただいているのは、今回で言うと、実行委員会が直接、複数の団体と業務

委託契約のような形で組んでいます。現在では６名のコーディネーターがいます。その６

名のコーディネーターは、業務としては週に１.５日ぐらいです。つまり、専業ではないで

す。あくまでも、日々の自分の社会教育団体での活動や、まちづくりの活動をふだんから

している、障害者支援をふだんからしている、そういう方々が団体と一緒に組んでやって

いる形になっています。要は、それぞれの地域で既に活動している方々が、このハロカル

ホリデーというコンセプトの下、連携をして、自分の今までの活動の文脈やネットワーク

を持ち込みながら一緒に活動していくというのが実際のイメージに近いのかなと思ってい

ます。先ほど新人という話がありましたけれども、コーディネーターを採用して育成する

ところまでまだいっていなくて、むしろ既に地域にいる方々を発掘して、チームをつくっ

ているのが実情ですね。 

 それも今後どうしていくのかというところではあるのですけれども、事務局がコーディ

ネーターをバックアップする仕組みをつくって、その方々が自由に地域の中で動き回れる

ようにする形でやっています。コーディネーターが、例えばどういうトレーニングが必要

かまではまだわかっていません。今回の審議会でこのお題をもらって役割を整理するとよ

うやく六つあることが分かったぐらいで、まだまだ活動をやりながら試しているところで

す。このあたりはもう少し精査していきながら、どういう経験を積めばコーディネート人

材が生まれていくのかということは、むしろ社会教育行政の皆さんも含めて共に考えてい

くテーマとしても大事なのかなと思います。 

【倉持委員】  すごく勉強になりました。ありがとうございます。 

【朝倉委員】  ありがとうございます。２点あります。 

 まず、１６ページの「地域コーディネーターは次の役割を担う」というところは、本当
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によく整理されていて、自分の中でも納得したところがあるのですけれども、２番目の理

念やビジョンの共有の点です。今いろいろな質問にお答えいただいたときに、それぞれの

方々が、格差解消に貢献したい、地域の子供たちのためにとモチベーションを持たれて集

まってはくるけれども、それぞれの理念やビジョンはまた方向性が様々な場合も多いと思

うのですが、この共有のところで特に気をつけた説明をしている、ここの点は大事にして

いるという部分を伺えるようだったら教えてください。 

 それから、１５ページですけれども、私は、コミュニティスクールに少し関わっている

中で、コーディネーターの機能をこのように３分割して考えたことがなかったのです。つ

まり、参画するサポートと利用者側に立ったサポート、最後に事業周知などありますけれ

ども、この三つの整理の仕方は、どのような時点で、何がきっかけで生まれたものなのか

伺いたいです。 

【今井委員】  ありがとうございます。理念共有で大事にしていることとしては、先ほ

どのプロジェクトで言うと、ハロカルという理念、あるいは、これまでの経緯として、ど

ういう経緯でこれが生まれてきたのか。先ほど志々田副会長がおっしゃったように、実は

我々は学習も体験も支えたいのだけれども、それを同じ制度にするとこういう課題が起こ

ったみたいなことも含めて、これまで、なぜこの活動をするのかというところを中心にお

伝えするようにはしています。 

 ２点目は、この三つ（１５ページ）ですね。実は、元々、我々がこの活動を始める少し

前に、スタディクーポンの取組をやっていく中で、最初にあったのは子供に対するサポー

ト、真ん中のラインです。それは我々の大学生ボランティアが毎月面談してサポートする

ことはしているのですけれども、クーポンを出すだけではなくて、子供たちに寄り添って

いくことをやる必要があるということで真ん中のラインが生まれました。ただ、例えば災

害被災地支援の文脈でサポートしていると、子供も親も教育や体験に対して意欲が高いと、

制度があれば手を上げてくれるわけですけれども、決して全員がそうではない。特にいろ

いろな生活上の大変さを抱えているほど生活面が中心になってきますので、子供の教育ま

で手が回らない。そんなときにどうやって学びの支援を届けるかというと、子供の周りに

いる福祉の現場の人たちと組まなければいけないということで図の一番下のソーシャルワ

ーカーなどとの連携が生まれてきました。そんな中で、特に子供の体験の機会を届けよう

と思うと、地域の中で体験の場を増やしていくサポートが必要になってきますそこで、図

の一番上の地域の事業者に対する働きかけが三つ目として生まれてきた。そういう順番に
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なります。 

 特に、学習塾代の援助というものは、ニーズが顕在化しているので分かりやすいのです

ね。ここの学校に行きたいからこの塾に行って勉強したいという分かりやすいニーズがあ

るわけですけれども、子供たちの体験をしようということに関しては、ニーズがはっきり

しているわけでもなかったりするので、そういう意味では、地域でいろいろな体験の場が

ある、そこに気づいたら参加しているような働きかけや仕組みが大事ではないかというこ

とです。 

【笹井会長】  私から一つ。行政との関わりで何点かお聞きしたいのですけれども、墨

田区が実行委員会のメンバーになっていますが、墨田区は具体的に実行委員会のメンバー

で人を出して、お金も出しているのですか。それとも、区のいろいろな事業計画などにも

一部組み込んでいるのですか。区との関わりを知りたいなと思ったのです。 

【今井委員】  まず、墨田区ではこども条例がありまして、その中で子供の多様な学び

と体験機会を確保することが盛り込まれています。ハロカルホリデーすみだは、墨田区と

してはその施策の一つと位置づけられています。 

 実行委員会には墨田区役所からは３名の方が入っていただいていまして、この事業を所

管している部署は子育て支援の部署です。あと２名のうち、１名は教育委員会から地域教

育支援課ですね。もう１名は生活福祉課という形で入ってくれています。子育て支援課を

中心にしながら、実際、区で動いてくださっている方で言うとかなり多くの部署が動いて

いただいています。それこそ産業振興課、観光課、スポーツ振興課、地域活動推進課、文

化芸術振興課、かなり幅広い部署が事業者の開拓で動いていたり、子供の募集に関しても、

障害者支援の部門なども含めて連携が必要になります。 

 財源の中では、昨年度で言うと、墨田区がこの実行委員会に対して補助金を出す。チャ

ンス・フォー・チルドレンもこの取組に対して寄附の中から財源を負担する。要は、民間

の資金と公的なお金が半分半分ぐらいでやっている形になります。 

【笹井会長】  その財源の額は秘密ですか。 

【今井委員】  墨田区は本実行委員会に対して４９５万円の補助金を出しています。そ

の財源は東京都の「子供の未来を育む「体験活動」推進区市町村支援事業（「体験活動」推

進枠）」を活用しています。 

【笹井会長】  分かりました。ありがとうございました。 

【塩田委員】  非常に興味深いお話、ありがとうございました。今井委員が取り組んで
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おられるような活動の中でも保護者が学習塾を望む点について興味深く思いました。まず、

フィンランドは、基本的に学習塾がなく、教育という概念がそもそも学力向上のみに向い

ていないといいますか、フィンランドでは地域における教育活動となりますとスポーツ、

アートや音楽などの芸術文化活動などの方が多いように感じています。日本とフィンラン

ドにおける教育や学びの捉え方が違う点が、非常に面白く感じました。 

 そこで、質問ですけれども、笹井会長から、墨田区との連携というお話が出てきたと思

います。１７ページに学校、ソーシャルワーカーや要支援家庭という言葉が出てきますが、

ここの認知、子供がまず知るというときには、墨田区のソーシャルワーカーや行政の担当

者が子供たちに、こういう活動、取組があることを紹介されたりするのでしょうか。 

【今井委員】  子供たちにこういった取組を紹介する手段として、マスに対する働きか

けとして、学校を通じて情報提供する方法があります。そのうえで、支援が必要な家庭、

困難を抱えている家庭で支援が届きにくい家庭や子どもたちに対しては、生活福祉課、生

活保護のケースワーカーから紹介があったり、これまでで言うと、民間でも母子生活支援

施設からおつなぎしたり、子育て支援総合センターのようなところにもワーカーがいます

ので、そういった行政のワーカーが個別の家庭に周知をしていくことも連携していってお

ります。ここはまだまだ深くやっていく必要があるところで、申請に向けてサポートする

ところも含めてやっていかないと、なかなかつながりにくい家庭もいるのが事実ですので、

これから強化しなければいけないところだと思います。 

【塩田委員】  やはり自治体といいますか、墨田区などとの連携はすごく重要と思って

いましたので、確認したかったところでございます。 

 あと、子供に対して電子クーポンとして５,０００円や８,０００円というのは１回の体

験に対してとなるのでしょうか。それとも複数回の中で５,０００円を分割して使える仕

組みになっているのでしょうか。 

【今井委員】  ５,０００円の中であれば何回でも参加してよいというものになってい

ます。中には、例えば企業が無料でやってくれる場合ももちろんあるのですけれども、地

域の団体が１回５００円みたいなものもあれば、材料費がかかるので２,０００円かかる

ようなものもあります。大体中央値としては２,０００円ぐらいの活動にポイントが利用

がされていて、１人当たり２回ぐらい参加しているケースが多いかなと思います。そこは、

どれぐらいの予算でやるかということは各団体に委ねられているので、その中で自由に参

加できるものになります。 
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【塩田委員】  そうすると、団体がこの活動に対しては２,０００円と指定をしたら、そ

の電子クーポンの中から２,０００円がその団体に直接入る形になるのですか。 

【今井委員】  そうです。電子ポイントのシステムをつくっていまして、子供たち、家

庭はスマホにポイントが給付されます。1 ポイント１円です。登録された事業者はマイペ

ージから、実際に子どもが利用したポイントの請求を行い、その金額を毎月実行委員会か

ら支払うという仕組みです。シンプルなポイントシステムです。 

【塩田委員】  地域の団体を運営している人たちがこれからどういうふうに持続的に経

営していくのか、財源をマネタイズしていくのかというところが気になりましたので、仕

組みについて理解をしました。ありがとうございました。 

【田中委員】  ありがとうございました。感想も含んでしまうのですけれども、ハンデ

ィや貧困、格差を持った子供と、私たちが取り組んでいる障害のある子供に対する、つま

りハンディキャップを持った人たちに対するやり方や課題は共通しているなと思いながら

お話を聞かせてもらって、結構、気づきや学びがありました。 

 まず思ったのは、体験学習というのは、結局は不特定多数とのコミュニケーションや、

そういう人たちとの接触がすごく大事なのだなと。それが地域のまちづくりにつながると

いうか、高齢者や孤独な人の自立につながったり、地域の見守りにつながったり、防災に

つながる観点もあるなと思ったのが一つです。 

 あと、すごく思ったのは、障害の分野は公平性が大事なのですけれども、子供の分野は

平等性が大事だなと思いました。子供食堂も、貧困家庭の子供だけを対象に呼びかけてし

まうと、逆にその子供たちが来づらくなってしまって、そうならないようにみんなに平等

に「食べに来ていいよ」と言ったほうがいいみたいな面がある。 

 私たちが活動している渋谷で言うと、シブヤ大学のような、まちなかキャンパスみたい

な取組もあるから、やはり教育とまち全体を使うというのはすごく相性が良い。特に墨田

区は下町ということもあり、さらに相性が良いのかなと思いました。 

 質問にもありましたが、コーディネーターのバランス感覚を含めたスキルがすごく必要

だなと思って、私たちもそうですがどうしても属人的になってしまうから、これからの地

域教育を考えるときに、必要なスキルの見える化や項目立てはすごく必要だと思いました。 

 あと、特別支援学校に情報が届かない話は、正直、個人的には、偏差値教育と分離教育

の弊害だなと感じています。やはりそこに対するアウトリーチが私たちの中でもすごく課

題なので、どう情報を届けていくかを考えていくことは必要だなと思いました。 
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 最後に質問です。私たちもそうなのですけれども、活動を広げて、多様な主体を取り入

れてどんどん体験機会を増やしていくときにやはりリスクが絶対出てくるし、そこの管理

をしておかないと頑張って積み重ねてきたものが、一気に崩れてしまうということがある

と思います。今これだけ広げている中でリスク管理はどういうふうにやっているのか。連

絡体制や、こういう保険を掛けているなど、そこが聞ければと思いました。 

【今井委員】  まさしく今年ハロカルホリデー自体は３年目になります。１年目は知っ

てもらう時期、２年目は大きく拡大した。３年目は、何もしないで放っておくと何等かの

事故やトラブルが起こるリスクもある。だからこそ、今年の事業者説明会の場では野外教

育などをしている専門家から、リスクマネジメントを学ぶ講習を行い、必ず全員に受講し

てもらっています。体験活動を行う上で、リスクマネジメントの観点を持ってもらうとい

うことで進めています。 

別の観点では、説明会の中では、事業者には保険の案内をさせてもらうなどもあります。

活動内容によって、入る入らないはあるのですけれども。 

【田中委員】  火を使うなど。 

【今井委員】  はい、事業者の自己判断で保険に入る場合もあります。保険料は、参加

費に乗ってくるものです。 

 リスクマネジメントについては、どのような基準をつくり、どこまでの対策を事業者に

求めるかというところに関しては、一民間のＮＰＯだけでは非常に判断が難しいなと感じ

ています。社会教育行政が専門性を活かしてガイドラインを作成するなどしてもらえれば、

民間 NPOもそれに準拠するなど、非常にやりやすいとは思いますね。 

【田中委員】  今、責任の所在は体験の企画者に一応委ねているのですか。 

【今井委員】  それは完全にそうです。あくまでもこの取組は、子どもに電子ポイント

を通じた参加費の補助を行い、体験の場を可視化するという取組なので、体験活動そのも

のの主催者はそれぞれの団体であるということですね。説明会への参加を必須化する、リ

スクマネジメントを皆で学ぶことは非常に大事になりますし、そこを重視するスタンスを

事業者にきちんと伝えることは、トラブルや本来の趣旨にそぐわない目的での参画を未然

に防ぐという意図もあります。 

【田中委員】  勧誘なども出てくる……。 

【今井委員】  対策をしなければ、そのようなことも起こりうると思います。 

【笹井会長】  ありがとうございました。 
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 まだ御質問はあるかもしれませんけれども、あれば、また審議のときにお願いしたいと

思います。 

 続きまして、倉持委員から御報告いただきたいと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。２０分ぐらいでお願いします。 

【倉持委員】  今井委員のように具体がありませんので盛り上がらないかもしれません

が、機会をいただきましたので御報告させていただきたいと思います。よろしくお願いい

たします。私のいただいたテーマが非常に大きいのでお応えできるかどうか分かりません

が、考える素材としていただければ幸いです。 

 では、自己紹介から入りたいと思います。私が勤めているのは東京学芸大学という教育

の単科大学です。東京都小金井市、東京の市部にあります。私自身の専門などはそこに書

いてあるのですけれども、今日お話しするのは、主に都内の様々な職員さんたちと関わっ

てきたり、将来、社会教育関係職員や支援者になるであろう大学生たちを育ててきたりし

てきた観点からの発表になります。 

 あと、たまたまこの４月から本学のこどもの学び困難支援センターの長になったのです

が、ここが貧困、虐待、不登校という課題について研究、教材開発を各自治体と連携・協

働してやっているセンターになります。今回のお話とも関連深いなというふうに思ってお

ります。 

 私の立ち位置を紹介するために、幾つか取組を紹介したいと思います。 

 まず、取組の１番目は、学芸大学の公開講座として職員や支援者の研修に十五、六年取

り組んできました。ずっと、「学び合いを支える実践力を培う～コミュニティ学習支援コー

ディネーター養成講座」というタイトルでやってきたのですけれども、昨年度の講座の最

終回で、「何をやる講座か分からない」と言われて、タイトルを今年度から「コミュニティ

の学び合いを支援する コーディネーター養成講座」という名前に変えました。やること

はそんなに変わらないのですけれども。 

 この講座のきっかけは、そこにも連携協力先とあります東京都公民館連絡協議会、都公

連と略していますけれども、長年、東京都の公民館活動に携わっていらっしゃった方々や

職員さんから、今、公民館の職員の育成が非常に難しいという話を聞いたことがきっかけ

です。研究活動、学会などの活動を通して一緒に研究する中で伺ったのがきっかけですけ

れども、職員体制も、東京多摩の公民館というと、かつては三多摩テーゼを提起したぐら

い専門的な職員が多くいる都市型公民館の先駆け、それぐらいのところだったのですが、
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近年、専門職の方はほぼ定年退職していらっしゃらなくなりまして、今の公民館は一般行

政職員の職員さんと会計年度の職員さんたちが支えています。人も少なくなってきて、専

門性の蓄積も非常に難しくなってきています。職員さんたちが研修を組む力、余裕、時間

的なものも専門的なものもなくなってきている。だけれども、現場、公民館はいろいろな

市民の方がいらっしゃる。学び合いのまさに地域の拠点ですので、そういったところでい

ろいろな専門的な力量が求められていることは、変わらないどころか、高まっている。だ

けれども、人手がない、予算も減らされる状況で、なかなか研修に人を送り込むのは難し

い。特に非常勤職員は研修の機会が少ない。研修を各自治体で組む力も弱まっているし、

送る先もなかったり送る余裕もなかったりという中で、何か大学が貢献できることはない

だろうかという問題意識で、都公連と一緒に研修を組もう。大学でやる仕組みとしては公

開講座としてやるのが据わりがいいかなということで始めました。 

 連携先の都公連と立川市は予算を研修として組んでくださっているので、職務としてこ

の研修に月に１回来ていただけるような形で、６月から３月まで８回程度、１か月か２か

月に１回程度、金曜日の午後に大学に来て、近隣の様々な職員さんたち、市民の方もいら

っしゃるのですけれども、対象としています。あえて職員だけにしない、公民館だけにし

ないで、都内の様々な学び合いを支える方に来ていただいて、お互いの実践を語り聞き、

実践報告書、最終的には記録集を作ってという形で、自らの取組を省察して見える化して

いく。どうしても専門性というのは中に閉じてしまうところもあったので、職場の中など

で共有してもらって、専門知を共有財産にしていこうということもあって、そういう取組

をしています。毎年来てくださる方もいるのですけれども、教えてもらえない講座、宿題

がたくさんある講座として有名です。 

 もう一つ、取組の２番目は、この４月に形になった書籍です。これは、東京２３区、東

京都特別区社会教育主事との「本づくり」プロジェクトという形で本を作る作業をしまし

た。これのきっかけは、本学の授業です。何と東京都内の社会教育主事さんが入れ替わり

立ち替わりゲスト講師で来てくれるという非常にぜいたくな授業を組んでいるのですけれ

ども、社会教育主事ＯＢの方が非常勤講師としてコーディネーターを、社会教育主事養成

科目の一部として、毎週いろいろな方が来てくださって、主事さんが話してくださる授業

です。 

 社会教育主事さん自身が、学生に向けて話をすることが自分自身の経験の振り返りにな

って、経験と専門知みたいなことを整理する良いきっかけになった、若者に話をしたり、
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リアクションを得たりすることで非常に元気をもらえたと。こちらとしてはボランタリー

にゲスト講師に来てもらっているので申し訳ない気持ちになったのですけれども、ポジテ

ィブな反応をたくさんの主事さんからいただきました。ちょうどコロナ禍になったときに

オンライン授業で録画しなければいけなかったこともあって、だったら、録画するなら記

録化できるではないか。記録化できるのだったら、それを文字にして、もっといろいろな

人に発信することができるのではないか。さっきの取組の１番目とも関連するのですけれ

ども、社会教育主事も、主事同士も忙しくて話し合う場や機会がなかったり、専門性がう

まく伝えていけなかったり、社会教育関係職員や社会教育主事の学びの機会も減っている

こともあって、社会教育主事が実践の中に織り込まれているような専門性を、授業の紹介

を基に学べるようなテキストがあったらいいのではないかということからこれを取り組み

ました。 

 これを作るまでに、話すのはいいけれども書くのは難しいと。そういうやり取りを、ま

あまあと言いながら、テキストにしなくてはいけないので文字の量があったり、ポイント

はもう少しここを書き出してくださいなど、お忙しいお仕事の中、多様な区の方に取り組

んでいただいた結果、少し見えるものとして教材が研修や学習で使っていただけるものに

なったかなと思っております。 

 取組の３番目は、大学での学生たちに対する社会教育主事（社会教育士）養成課程の運

営です。うちの大学のカリキュラムデザインをスライドを上のほうに貼っておりますけれ

ども、現場での体験と大学での学習を行ったり来たり往還することによって専門力の育成

を目指しております。講義型の授業でも、現場の方がゲストに来てくださったり、あるい

は課題で自分たちで現場に行って調べて発表するみたいなのがあったり、実習はもちろん

都内を中心に様々な施設や教育委員会や生涯学習関係部署に行かせていただいたり、その

他、生涯学習支援論や社会教育経営論や社会教育演習でもプロジェクト型で地域の社会教

育施設や団体と協働した活動、サービスラーニングに取り組んでいまして、市民向けの講

座を企画・運営・評価するような取組を何度も何度も学生たちは繰り返すことで、時々、

就職につながったりするのですけれども、自分が学んだ地域で関心を持って、その力を生

かしてキャリアにもつながっていくような学びのサイクルになっているといいなというと

ころです。 

 そして、次からのスライド（２８ページ）は中央教育審議会のスライドをお借りして貼

り付けたものです。改めて、都の社会教育主事の役割を考えるに当たって、今、正に国で
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も社会教育主事、社会教育人材の議論をしているので、後ほど志々田副会長などに補足を

いただければと思います。社会教育主事として、「期待される役割」と書いてある下の左側

の枠のところに、「「学びのオーガナイザー」として、社会教育行政のみならず、地域にお

ける多様な主体の地域課題解決の取組においても、コーディネート能力やファシリテート

能力等を発揮し、取組全体をけん引する中心的な役割を担うこと。」と書かれています。こ

の「オーガナイザー」が一つキーワードにはなってくるかなと思います。 

 次（２９ページ）は関係図です。社会教育主事の立ち位置というか、どのあたりに必要

なのかを表す図かなと思っているのですけれども、今、社会教育人材、社会教育士がいろ

いろな部署や組織、団体にいることによって社会教育の裾野を広げていく。それがひいて

は地域づくりや人々のエンパワーメントやウエルビーイングにつながっていく。そういっ

たモデルで検討されて、モデル化されているわけですけれども、社会教育主事は、そうい

った社会教育人材、社会教育士をネットワーキングする。さっきオーガナイザーと出てき

たと思うのですけれども、そこに中心的な役割を果たすことがこうした図から分かるかな

と思います。例えば、場が公民館や図書館などの社会教育施設だったり、地域学校協働な

どをはじめ、学校だったり、団体や民間企業、ＮＰＯも含んだり、あるいはＰＴＡなども

含むようなものだったり、地域コミュニティだったり、市長部局だったり、それぞれのと

ころに社会教育のスキルやマインドを持った人がいる。そういった人々をつないでいくと

ころに社会教育主事の役割があるだろうということです。 

 その次（３０ページ）は、社会教育主事と社会教育士の役割を少し整理した図だそうで

す。下の矢印のところにあるように、社会教育人材にとってもコーディネート力やプレゼ

ンテーション力、ファシリテーション力はいずれも重要だと言われていて、さっきの今井

委員の話と重ね合わせてまた後ほど議論できたらと思います。そういった人がいろいろな

団体や地域だったり組織にいる。そういういろいろな分野の専門性を持った上で社会教育

的な知見があって、学びをコーディネートしていく、オーガナイズしていく人たちの一方、

社会教育主事というのはその地域全体の学びのオーガナイザーなのではないか、そういう

整理が行われているわけです。 

 基礎自治体、市区町村と都道府県、社会教育主事がそれぞれいるわけですけれども、そ

れぞれの役割がどう違うのかというのが今日のお題かなと思って、社会教育実践研究セン

ターのデータを頂いてまいりました。これを見ると、濃い緑が都道府県の社会教育主事に

期待する役割、薄くなっていくと市や区・町・村となっていきます。ここでは濃い緑に着
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目したいと思うのですけれども、断トツが「学校教育と社会教育の連携を推進する」とこ

ろで、特に都道府県の社会教育主事に期待している部分が高いというのが一つは分かりま

す。あまり変わらないのが次の「地域の学習課題ニーズを把握する」ですけれども、５０

パーセントぐらいはあるので、そこそこ大事です。その次の「社会教育指導者への指導と

助言を行う」というところが市区町村よりは少し高めで、その次の「地域の教育資源や人

材の把握を行う」というところが市区町村と同じぐらい大事となっています。下のほうに

行くと市区町村の社会教育主事に求められる役割が高まっていくのですけれども、上四つ

ぐらいが都道府県レベルの社会教育主事により期待されていることというふうに一旦理解

したいと思います。 

 次のスライド（３１ページ）ですけれども、私は東京都の社会教育主事に初めて会った

のは自分が大学生のときで、まだ青年の家などがあったときです。授業の課題や何かで施

設に行ったときに出会った社会教育主事さんが都の社会教育主事と会った初めてのときで

す。 

 東京都の社会教育主事は、他の道府県との大きな違いは、やはり教員籍ではないという

ことです。社会教育学会で都道府県教育委員会へアンケートをやったら、社会教育主事の

９３.６パーセントは教員籍で、教員籍の方が異動で、２年ぐらい社会教育主事を務められ

て学校に戻っていくのが一般的なルートです。逆に言えば、東京都は、社会教育主事発令

者が長くそこに継続して、しかも専門的な職としていらっしゃるということで、都ならで

はの高い専門性と継続性は大いなる武器だと思っています。 

 一方で、課題ということで考えると、２３区の主事や多摩の公民館の職員と話してみる

と、都の社会教育主事とのつながりがない――悪口を言っているわけではありません。課

題を今共有しようとしているだけです。どんな人がいるか分からない、こちらの情報がな

かなか伝わりづらい、東京都の情報もなかなか入ってこないとおっしゃっているのをよく

伺います。社会教育主事の専門性というのはそもそも少し見えづらいところもあります。

内容、コンテンツの専門性ではないので、専門性があるかどうか見えづらいところもある

のですけれども、２３区の社会教育主事や、多摩地域で言うと公民館職員、社会教育に中

核的に携わっている職員さんたちの要望やニーズをもう少し見ていくところに、都の社会

教育主事の期待される役割があるかなというふうに思います。 

 では、社会教育主事の役割としてどんなことが期待されるか。まずは、市区町村におけ

る社会教育主事の配置・活躍の促進、養成と書いたのですけれども、次の図（３４ページ）
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を見ていただきたいと思います。 

 お碗の図みたいになっていると思うのですけれども、各地域やテーマごとに、例えばＮ

ＰＯだったり地域の団体だったりという学び合いのコミュニティやグループ、活動があっ

て、それを支えているコーディネーターという方がいて、そのコーディネーターを支えて

いる社会教育主事がいて、区部・市部の職員がいて、更にそれを支えるのが都の社会教育

主事の役割かな。コーディネーターのコーディネーターと言うべきか、更にコーディネー

ターのコーディネーターのコーディネーターと言うべきかというようなことで考えると少

しイメージしやすいかと思います。 

 さっきの今井委員の事例でも、子供の体験活動を支えるのは地域の様々な協力団体、事

業者や市民の方々で、それを更に地域コーディネーターがサポートしている。それを更に

墨田区の職員が支えているのだとすると、それをもっと広げたり活性化したり支えるとこ

ろに都の主事がいるのかなとイメージしました。 

 前の図（３４ページ）に戻っていただいて、そう考えると、区部も主事の配置は減って

いますけれども、多摩地域は全てにはいらっしゃらなかったりしますので、各地域の地域

教育を活性化するために社会教育主事を配置したり、活躍するようなバックアップや制度

を整えていく、相談に応じていくのも都の主事の役割かというふうに思います。 

 そして、２３区の主事さんたちによると、顔が見えるつながりをやはり求めているとい

うことでした。相談対応にも関わってくるのですけれども、情報を提供する、報告すると

いうことではなくて、深い相談や本質的な議論みたいなものの相談相手が欲しいのだとお

っしゃっています。職場の中で一緒に議論が共有できる環境が今は整っていないので、自

分の自治体の中で孤立して孤独にお仕事をされている、核となる社会教育の主事さんたち

や職員さんたちをどうバックアップするか、ネットワーキングするかというのは大事な役

割かと思います。 

 それから、今、社会教育士、社会教育人材のネットワークは、市区町村の教育委員会や

主事さんたちの大きな仕事の一つのようですけれども、市区町村レベルだと把握しづらい

ということ。講座や事業を打つのですけれども、社会教育士を掘り起こすのがなかなか難

しい。主事講習に送っているのは都なので、東京都と連携したらもっとうまくいくのでは

ないかというお話も聞きます。広域的なネットワーキングとローカルなネットワーキング

がもっと接続したらここら辺は活性化するのではないかと伺いました。 

 ここまでこの会議で何度も研修の話は出てきたと思うのですけれども、やはり様々なコ
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ミュニティ、プログラムに関わるコーディネーターや人材の研修はとても大事かなという

のも一つです。 

 事例交流も是非進めてほしいと言っていました。今日の最初のところでも、共に考える

場やつながる場が必要だというお話が出ていましたけれども、そういう場づくりも期待さ

れるものの一つかと思います。 

 それから、都と一緒に協働事業やモデル事業をやれたら深まりそうだなという話も聞き

ます。やりたいことがあっても、区単体、市単体では難しいことを、複数の自治体をまた

いだり、東京都と一緒にやることで形にしていくこともできるのではないかということで

した。 

 それから、プログラムの質の向上と活用に向けた研究・研修・評価・発信というのもこ

れまでの会議で出てきたところですけれども、少し横断的にというか、越境的にというか、

プログラムを社会教育の観点から評価したり研究したり発信したりしていくのは広域的な

東京都の主事さんがやっていただけることなのではないか、専門性を発揮していただける

部分ではないかというふうに思います。専門職の方が継続していらっしゃるということな

ので、俯瞰的・長期的な視点からの生涯学習推進に向けた検討を、いろいろな方とのネッ

トワークの中で協議していく場や機会があると良いということも伺いました。 

 少し時間をオーバーしてしまいましたけれども、以上です。 

【笹井会長】  ありがとうございました。 

 ただいまの倉持委員の御報告についても、まず質問をいただければと思いますけれども、

何かありましたらお願いします。 

【田中委員】  ３１ページのアンケートは、市区町村の教育委員会社会教育主管課長を

対象に取ったアンケートという理解で合っていますか。 

【倉持委員】  都道府県と市区町村の社会教育主管課長に取ったアンケートです。 

【志々田副会長】  私がやりました。 

【倉持委員】  志々田副会長にお答えいただいたほうがよかったぐらいです。 

【藤村委員】  初歩的な質問からで恐縮ですけれども、議論の前提として、社会教育主

事や社会教育士、公民館の社会教育関係職員がなにを担われているのかを改めて伺えれば

と思います。今の私の理解ですが、社会教育主事が政策的・制度的な統括を担われ、社会

教育士のほうがより現場に近いところで行っているような印象ですが、合っておりますで

しょうか。 
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【倉持委員】  説明するだけで随分かかるのですけれども、社会教育主事は、基本、教

育委員会の事務局にいらっしゃる行政職員で、社会教育士というのは、称号ではあるので

すが、社会教育人材で考えますと、職として社会教育、公民館の職員や現場の方もいます

し、ボランタリーにやっていらっしゃる方や民間の方も含むようなイメージです。 

【藤村委員】  分かりました。ありがとうございます。 

 そうすると、今日の今井委員の話とも重なると思うのですけれども、話題に上がったコ

ーディネーターを育成していくことが大切だという議論は、現場で担われている社会教育

士の方々がどう育成していくかという話が中心だと受け取っています。それとは別の論点

として、都の社会教育主事の研修制度や育成などの仕組みをどう整えられるか、そういう

議論になってくるということですかね。 

【倉持委員】  そうだと思います。 

【藤村委員】  そういうことですね。分かりました。一旦理解しましたので、またご質

問させていただきます。ありがとうございます。 

【笹井会長】  他に御質問はありますか。よろしいでしょうか。 

 では、時間の関係もありますので、今日のお二人の御報告について、それぞれ皆さんの

御意見があると思うので、どんどん意見を言っていただきたいというふうに思います。ど

なたからでも結構ですので、よろしくお願いします。 

【藤村委員】  そうしたら、深いコーディネートや今井委員の議論ともつながるかなと

も思うのですが、公民館の長年仕事をされてきたベテランの専門性やスキルを継承してい

こうみたいな話になったときに、どの辺の継承が難しいのか、どの辺がベテランの方々の

専門性だと感じられるか、そのあたりを伺ってもよろしいでしょうか。 

【倉持委員】  どの辺……。一言で表すのはすごく難しいですけれども。例えば、講座

や事業を組むのも公民館や社会教育の仕事というか、役割の一つだと思うのですが、講座

や事業を組むことだけが専門性ではない。講座をやって、人がたくさん集まってその場が

盛り上がったというのが目的では本来ない。その事業をきっかけに人と人、参加者同士の

つながりができたり、自分のこれからを考えるきっかけになったり、そこでできた仲間同

士が継続して活動していこうと思ったり、そこで出た一言をきっかけに他の事業に参加、

活動して見たり、あるいは、個々人の関心が地域の関心とつながっていったり、そういう

のを見越して、しかし、主体性は阻害せずに、アプローチしたり、押したり引いたり、勧

めたり、そそのかしたりするところに例えば現場の職員さんたちの専門性というのがある
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と思います。 

 主事は、更に言えば、そういった人たちをうまく配置したり伸ばしたり、つなげたりし

て、それが地域の中で持続的に展開していくような計画を立てたり、仕組みをつくったり

というのが役割になってくると思いますし、それを区や市の特性に応じてやる。区部や市

部の主事がそういう役割だとしたら、そういう仕組みをつくっていくのをサポートするの

が都の主事の役割かなという構造で理解しています。 

【藤村委員】  もう一つ、関連になるのですけれども、先ほど今井委員がお話しされて

いた団体の中で活動されているコーディネーター像と、倉持委員が今おっしゃっているよ

うなコーディネーター像の共通点や違いがどこにあるかというのが是非伺いたいと思って

いるところです。もう少し幅広く担われているのが公民館などの社会教育関係職員の方々

ではないかと思っているのですけれども、そのあたりはどのような感じなのでしょうか。 

【倉持委員】  これは、是非、皆さんと議論したいところでもあると思っています。コ

ーディネーターはどう育てるのか。行政職員や施設職員としてのコーディネートと、ボラ

ンタリーやＮＰＯのコーディネーターと重なるところや特色ある部分はどこなのかという

のは面白い、議論のしようがある。皆さんの観点から伺いたいと思います。 

 私は、さっき今井委員のお話を聞いて、今コーディネートされている方のコーディネー

ト力は、その方が社会教育活動や地域活動や団体活動の中で長年培われたネットワークや

コーディネート力を、新たに今回この仕組みの中で自覚したり発揮したりされているのだ

なと。むしろ、コーディネーターを発掘したり活用したというところに今の段階では近い

のかなと思ったのですね。それを発掘したのがチャンス・フォー・チルドレンだったのか

もしれない。だから、中間支援とおっしゃったところに納得で、その中間支援の仕組みを

回していこうとするのが区の主事などの役割かなと思ったのですけれども。 

【笹井会長】  ファシリテーション、コーディネーション、それからオーガナイズもそ

うなのですけれども、いろいろなレベルがあるのですね。コミュニティもいろいろなレベ

ルがあるわけです。それを一緒くたには議論できないと思います。だから、おっしゃった

ように、コーディネーター像をどういうふうに考えるか、とても大事なことだと思います。 

【青山委員】  今まで質問せずにお聞きしていたのですけれども、お二人の話をお聞き

して一つ論点になると思っていたのは、今のお話、コーディネーターやプラットフォーム

を考える上でのエリア感の話を考えたいというふうに思っています。というのは、元々、

今日の議論も地域教育プラットフォームをどうしていくかということの素材として受け取
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った場合に、墨田区のハロカルホリデーはほぼプラットフォームそのものに見えます。東

京都が持っているものとは、もちろん少し趣旨や内容に違いはあれど、こちらもプラット

フォーム的な要素を持っていると理解しました。 

 そのときに、プラットフォームを運営していく上で広域的に、つまり都道府県レベルで

やったほうがいいプラットフォーム的なものと、墨田区の１０３団体だからできることに

どういう違いがあるのだろうということを考えておく必要があるのではないかと思います。

笹井会長が今おっしゃった、同じコーディネートや同じファシリテーションといってもか

なり幅があるというお話とも重なるかもしれません。考えなければいけないのは、２３区

の場合、一つの区で都道府県レベルの人口規模を持っていたりするわけですよね。そうす

ると、例えば墨田区だけでもいろいろなプラットフォームが成立するぐらいの資源、人口

規模も区単体で成立してしまうという都の特有の状況をどう考えればいいか。 

 もう一方で、この交通の網目を考えたときに、住んでいるのは墨田区だけれども、活動

したり、お仕事やいろいろな生活圏は墨田区ではない、隣の自治体のほうが使いやすいと

いったことがいっぱい生じるのも東京都の特徴ですよね。子供の活動であればそこまでな

いかもしれませんけれども、図書館のカードは隣の市区町村まで使えたりするときに、サ

ービスのエリア感を東京都特有のかなり特殊な事情の中でどう考えるか。私も多摩に住ん

でいますけれども、人口密度的に 23区と多摩地区とを一緒に考えづらい問題もあります。

今井委員にお聞きしたいのは、墨田区で区切っているからうまくいっている部分と、墨田

区よりもっと広ければうまくいくのにという部分と、両方あるのではないかと思っていま

す。プラットフォームの運営と考えた場合にこのエリアの違いをどう考えたらいいか。 

 倉持委員も、今出ている図にコーディネーターのコーディネーターという幾つもの階層

がありますけれども、これが東京都特有のさっきの問題を考えたときに他の道府県のモデ

ルと結構違うのかなとも思っています。その辺、皆さんと議論できればというところです

けれども、どれぐらいのエリアでプラットフォームのことを考えると都のプラットフォー

ムの今後につながるのかなと思って発言しました。 

【笹井会長】  今の件についてどうでしょうか。今回、東京都の都市型、１,４００万人

という大都市ですから、そこでどういうふうにプラットフォームを考えるかというのは難

しい問題ですね。 

【塩田委員】  先ほど今井委員の発表のときに、特別支援学校の子供たちには情報が届

きにくいという話が出たと思うのですけれども、特別支援学校は東京都立ですので、墨田
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区の管轄ではないと思います。東京都立墨田特別支援学校といっても、やはり青山委員が

おっしゃっていたように、いろいろなバックグラウンドの障害のある子たちがこの学校に

通ってきているので、墨田区の情報を都立墨田特別支援学校に下ろしたとしても、要は墨

田区在住でない子にとっては対象でないことも生じると思うのです。一方で、そうします

と、東京都の管轄となる特別支援学校ですと、倉持委員がお話しされたように、東京都と

墨田区の社会主事や社会教育士が連携しないと、そこに適切に情報が届かないことや、活

動にも制限が出てくるのかなというように感じました。 

【藤村委員】  広域行政みたいなことで言えば、今井委員に伺いたいのですが、先ほど

青山委員からもあったように、墨田区の取り組みも墨田区だからできていることもあると

思うのですが、少しエリアを広げて、区を超えたほうがいいようなことは、そもそもある

のでしょうか。 

【今井委員】  元々、先ほど事例で紹介したハロカルホリデーの取組をする前から、我々

は独自に子供たちに対して体験活動の費用援助をしてきました。その事業は東京東部７区

を対象にしたのです。ただ、実際コーディネーターの立場に立つと、エリアが広過ぎて地

域の顔が見えづらい。地域の状況も全然違うという中で、事業をつくることが非常に難し

いという感覚がありました。そこで、ある程度、区という単位で絞れば、顔も見える関係

性が構築しやすいという感覚はあります。つまり、これまでの流れとしては、広いエリア

でスタートし、より地域と深く連携するために、対象エリアを狭めた形です。 

 もちろん、子供たちの生活圏を考えたら、区境の方もいるので、そういう方にとっては

幅広くできる選択肢のほうが良いという議論もあるのかもしれませんけれども、そこもや

り出すと広がり過ぎてしまって、先ほどのコミュニティ化や顔の見える関係性をつくるこ

とが難しいという感覚がありましたね。 

 ただ、逆に、こういう実践をしているコーディネーターが区域を超えて何かノウハウを

シェアしているというのはすごくいいのかなと思いました。悩んでいることは同じだった

りすると思うので、先ほどの図にあったようなレイヤーで考えていくのはすごく分かりや

すいなと思って見ていました。 

【藤村委員】  ありがとうございます。これは今井委員にも、よければ皆さんにも伺い

たいのですが、今井委員の活動は小学生が中心なので、エリアも基本は活動範囲が墨田区

に根付く顔が見える活動が重要なのだと感じました。一方で、都立高等学校の子どもたち

などを想定した場合にはもう少し活動範囲が広がり、地理的制約がよくも悪くも広くなる
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のだと思います。そうしたときに、例えば都立高等学校の子たちに向けた体験をどうつく

れるか、そのために都としてできる施策は何かを考えた時に、結構難しいのではないかと

感じつつ、可能性はありそうかどうか。その辺を伺えればなと思います。 

【笹井会長】  私が答えてはあれですけれども、例えばボランタリズム、地域の人たち

のボランタリズムというのは、顔が見えるからではないかと思うのですよね。それは東京

都もなかなか難しいのかなと思います。どうですかね。 

【今井委員】  私もやっていて、やっている人たち同士の顔が見えることが非常に大事

だと思います。コーディネーターとも顔が見えて、一緒につくっている感覚はすごく大事

だと思います。分野を狭めたら、広域の中でもコミュニティ化はできると思うのですけれ

ども、活動の領域が広がれば広がるほど、やはり顔が見えなくなってくるのかなと思いま

すね。 

【藤村委員】  そうすると、例えば、テーマを決めてこの幅でというふうに広くやるか、

墨田区の中で墨田区に関係する高校生たちが集まる、そんなやり方ですかね。 

【笹井会長】  ただ、先ほど言ったように共創のプラットフォームなので、地域の外の

人が新しいコミュニティをつくる可能性があってということだろうと思います。その辺を

固定して考えないというのがまた面白いところかなと思ったりするのですね。 

 どうぞ意見を言ってください。いかがでしょうか、審議の時間なので。この件でも構わ

ないし、別の論点でも構わないですけれども、おっしゃっていただきたいと思います。 

【志々田副会長】  倉持委員のお話を聞いていて、実は、私が社会教育や社会教育主事

を学んだ地方都市のスケールと、東京都という大都会とは全然違うので、想像がつかない

というのが本音なんです。２３区の社会教育主事たちの仕事は、都道府県のサイズぐらい

人口を対象とした重要な仕事をしているのだけれども、都道府県の社教主事が担っている

ような広域行政ならではの役割を果たすことはないので、その意味でも、専門性、ネット

ワークづくりといった業務の理解の仕方が難しいなと思ってお聞きしていました。 

 ただ、今回倉持先生のご発表をお聞きして、エリアではなく取組内容の幅を狭めて考え

ると、東京都の社会教育主事たちが、２３区内都内の社会教育主事たちと一緒に取り組む

メリットが見えてきそうだなというのが、今日の私にとっての発見でした。 

というのも、東京都内の公民館職員やいろいろな地域団体、まちづくりのネットワーク

で活躍している人たちをみんな東京都の社会教育主事が束ねるのだ、顔の見える関係にす

るのだというのは難しい。ただし、例えば、都立高等学校、都立特別支援学校での取組と
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いう切り口であったりしたとき、東京都の社会教育主事がすべき役割がよく見えてくるよ

うに思います。先ほど塩田委員がおっしゃってくださったように、都立学校については、

市区町村という単位では情報共有や連携はなかなかうまくいかない部分があるのですね。

そういう意味で、都立学校という側面で今回のプラットフォームを考えていくことが、改

めて重要なのだと認識しました。都立学校の範囲、高等学校の範囲、それから特別支援学

校の子供たちに対する学びの多様を促進するという機能に特化したいから、という形で意

義付けを捉えなおすと、今回のプラットフォームの構想は整理しやすくなるのかな、と思

ったところです。 

【倉持委員】  今の志々田副会長の話を聞いて、ああ、そうかと思ったのですけれども、

例えば、区部と市部でもだいぶ状況が違うので、区部の人は市部の状況があまり分からな

い。市部の人たちは、区がどうなっているか分からないとおっしゃるのですね。そういう

場が今はあまりないから、主事同士が集まる組織や公民館職員同士が集まる組織、主事会

や都公連はあっても、そこをまたぐようなものはないので、そこはさっき言った東京都が

広域的に、各地域・エリアをサポートしている人たちが情報交換できるような場というの

は必要なのだろうと思いました。 

 学校というところがあったと思うのですけれども、いろいろな企業や団体でこれだけい

ろいろなプログラムがあったり、プラットフォームをつくっているのだけれども、それを

各地域で展開していこう、団体を育てていこうというのは、むしろローカルな地域でやっ

ていただくのが一番発展のしがいがあるのではないかと思います。そこをつなぐというか、

そこの人たちにつないでいくところなのかなと思うと、確かに他の県だと市区町村との関

係は援助、支援や指導などだと思うのですけれども、東京都は、だから、そこが共創なの

かな。一緒につくっていく、パートナーシップなのかなというふうに思って、それぞれの

地域の特徴や規模を生かした展開を支えたり活用したり、もっと広げていくところの考え

方、役割分担なのかなと今の話を伺いながら思いました。 

【青山委員】  今の話、そうだなと。さっき私もちらっと言いましたけれども、東京都

の特殊さをどう踏まえるかというときに、もう一つ、共創のしづらさをどうクリアするか

という課題があると思っています。それは、東京都の社会教育主事や生涯学習の皆さんが

担っている業務分野と、市町村の社会教育課、生涯学習課が担っている業務分野がかなり

違うという問題をどう考えるかということですよね。つまり、東京都の生涯学習政策は、

歴史的な経緯があって、正に地域教育と呼んでいるように、学校と地域の子供たちの教育
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環境を整えることにほぼ特化してやってきていて、いわゆる成人学習の部分は生涯学習担

当が担ってこなかったと言っていいと思うのですけれども、そういう経緯が今もあって、

それを社会教育全般に広げるのはかなり難しさがあるかもしれない。だからこそ、地域の

学校ごとの活動や都立高等学校を経由したいろいろな取組の中でできることを模索してき

たような経緯があるのだというふうに理解しています。 

 市町村の社会教育主事や公民館がやっている事業は、むしろ生涯学習的な、つまり全世

代を対象にした事業として、それの業界としてネットワーク化されていたりする部分があ

るので、今の共創の話にするときに、このエリアのずれを調整していく必要があるのだろ

うか。逆に言うと、さっき言った２３区と多摩地区の人たちをつなぐ役割を都の社会教育

主事はやっていいのだろうかみたいなことも含めて――やれるなら是非やってほしいので

すけれども、そこのずれを踏まえない議論をあまりし過ぎてしまうのも酷だろうと思った

ので、半分感想ですが、そこも特殊性の一つかなと思って聞いていました。 

【笹井会長】  ありがとうございました。 

 つなぐというのは結構難しいので、例えばオール東京の関係者の実践交流会みたいなの

をやっても面白いのではないかなと思っていますね。 

 他にどうでしょうか。もうそろそろ時間なのですが、よろしいでしょうか。 

 他にも論点があるのかなと思うし、もう少し突っ込んで話合いをしたい論点もあります

ので、またそれは別の機会にやらせていただきたいと思います。そういうことで、今日の

議論はこの辺にさせていただきたいと思います。本当に活発な議論、ありがとうございま

す。 

 それでは、最後に事務局のほうから今後の予定についてお願いいたします。 

【生涯学習課長】  改めて、本日も本当にありがとうございました。 

 今後の予定につきましては、委員の皆様に今年度の日程をもうお伺いしているところで、

調整結果を改めて御案内させていただきますので、またどうぞよろしくお願いいたします。 

【笹井会長】  ありがとうございました。 

 それでは、これで、第１３期東京都生涯学習審議会の第７回目になりますけれども、全

体会を終了させていただきたいと思います。皆さん、どうもありがとうございました。 

 

閉会：午後８時００分 

 


